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はじめに 

 

経理部は経営者ニーズに応えるため、毎日

膨大な時間を資料作りに費やしている。とこ

ろが経営者は満足しない。彼らが作成する管

理会計資料が、顧客指向のビジネスに役に立

つ情報となっていないからである。にもかか

わらず経理部は、その原因がどこにあるのが

分からない。この現実が経営者と経理担当者

双方のフラストレーションの一因となってい

る。 

経営者は計算結果としての原価や損益を求

めているのではない。彼らは、できることな

らリアルタイムで会社の活動実態を知りたい

と思っているし、異常事態が発生したら大事

に至る前に素早く手を打ちたいと考えている。

そして、管理会計情報を突破口として、利益

を増やすための適切なアクションをとりたい

と思っている。ところが、現実の管理会計シ

ステムはこのような情報を提供していない。 

情報技術(ＩＴ)が進化しているのだから、

ＩＴに投資すれば経営に使える管理会計情報

を容易に入手できるはずだ、と考える経営者

がいる。しかし、 新のＩＴ、例えば高速サ

ーバ、多次元データベース、ＥＡＩ(１)、ＢＩ(２)、

ＥＲＰ(３)を駆使して原価計算システムを作り

上げても、筆者の知る限り経営者のニーズを

満たしている会社は希である。 

経営者と経理部との間にミスマッチが起き

てしまう原因はどこにあるのか。以下、管理

会計(主として原価計算)実務で頻発している

問題、その原因、そして構築すべき原価計算

システムについて考えていきたい。 

 

Ⅰ 実務上の典型的問題点 

 

原価計算システムの見直しを検討している

会社は、ほぼ例外なく次のいずれかの問題を

抱えている。 

1.どの製品が利益をあげているのか分から

ない 

2.顧客別の利益が分からない 

3.いつも多額の原価差異が生じるが、その

中身を分析できない 

4.工場内部で行われている活動実態が見え

ない 

5.どれが異常原価なのか直感的に分からない 

6.ムダがいくらあるのかが分からない 

7.原価を下げたはずが利益は増えない 

8.熟練工も初心者が作っても、製品原価は



50 

同じになってしまう 

9.顧客が要求する仕様が複雑になり利益率

が悪化した。しかし、その原因が掴めな

い 

10.原価情報から異常点が見つかったが、現

場にフィードバックできない 

11.高価な機械を購入したが、製品原価が上

がったのか下がったのか分からない 

つまり管理目的に使えない、と言うことで

ある。 

 

Ⅱ 原価計算の目的 

 

多くの企業でこのような問題が起きている

原因は何か。 初に原価計算の目的を整理す

ることから始めたい。 

 

１．財務諸表目的 

 

一般会計システムはインプット原価を集計

する仕組みである。したがって期間損益を計

算するには、インプット原価(発生原価)をア

ウトプット原価(製品原価)に変換させる必要

がある。つまり、原価計算の第一の目的は期

間損益計算のために期末（月末）仕掛品在庫

金額を計算することである。 

 

２．正しい製品原価の算定目的 

 

製品や得意先の利益管理を有効に行うために

は、製品の実際原価を正しく算定できなくては

ならない。正しい製品原価が分からなければ、

どの製品、どの顧客が儲かっているのかが分

からなく、経営上適切な判断ができない。「正

しい製品原価」の意味についてはさまざまな

考え方があるが、実務的には製品原価をその

構成要素に合理的に分解できることである。 

 

３．原価管理目的 

 

利益を増やすには、絶え間ない原価管理が

欠かせない。原価管理とは、発生原価、活動

原価、製品原価に対して、異常原価の発生を

防止し、異常原価が生じたら素早く発生源に

遡ってその原因を特定し、適切な是正処置を

おこなうことである。そして、再発防止策に

繋げることである。 

 

企業における原価計算システムの多くは、

仕掛品計算を目的として作られている。とこ

ろが、業務執行上必要なのは、納得できる製

品原価であり、原価管理に使える情報である。

経営者や原価計算担当者を悩ましているのは、

原価計算システムがこの２つの目的を果たせ

ないからである。 

 

Ⅲ 正しい製品原価算定と原価管理

に使えない原因 

 

原価計算システムが提供する原価情報が、

正しい製品原価でもなければ、原価管理の突

破口としても使えない原因はどこにあるのだ

ろうか。筆者は以下の３点に集約できると考

える。 

 

 プロセスやアクティビティを表現できない 

 不可逆性 

 自律的組織に適用できない 

 

１．プロセスやアクティビティを表現

できない 
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（１）プロセスは価値変換の過程 

実務で行われている原価計算の多くは製

造プロセスのマネジメントに使えない。 

ここで製造プロセスとは「原材料を商品

すなわち経済的な満足に変えるための統合

されたプロセス(４)」のことである。製造プ

ロセスに関する経営者の関心事は、その維

持にどれだけのコストがかかっているか、

機械装置や人が有効に稼働しているか、と

いう点である。プロセスの維持コストは少

ない方が良いし、そこで行われる活動はム

ダが少ないほどよい。ところが、伝統的原

価計算では製造プロセスコストや活動（ア

クティビティ）コストを表現できない。製

造プロセスでムダな作業に使われた原価が

分からない。 

（２）製品は製造プロセスを通過して作られる 

材料は、製造プロセスを通過する過程で

価値が付与され生産物(製品)になる。製造

プロセスで達成すべきことは、この過程で

ムラなく（高品質Ｑ）、ムダを省き（低コス

トＣ）、短時間で製品を作り上げることであ

る。言い換えれば、歩留まりがよく、ムダ

な作業が少なく、製造に要する時間（リー

ドタイムあるいはサイクルタイム）が短い

ほど、製品原価は少なくなるはずである。

つまり、ＱＣＤが高まるほど製品原価が低

くなるような原価計算システムでなければ

ならない。 

企業間競争が激化するにしたがって、着

手から完成までの過程を詳細に掴まえて製

品原価に反映したい、とのニーズが高まっ

ている。例えば、金属加工業界では汎用品

に代わり特注品の割合が増えている。汎用

品は海外製品に市場を奪われ価格が急落し

ているから利幅は少ない。一方、特注品は、

販売価格は比較的高いものの、複雑な加工

を必要とするため、適切な管理をしなけれ

ば赤字になってしまう。そこで、製造ロッ

ト毎に、どのような材料をどれだけ投入し、

どのような工程でどのような作業が行われ、

どれだけの時間を費やしたかを詳細にモニ

ターする会社が増えている。ところが、製

品原価の計算方式は、相変わらず月次バッ

チ処理による総合原価計算、あるいは、個

別原価計算なのである。言うまでもなく、

月次決算が締ってから原価を分析したので

は遅い。また、製造プロセスが見えない原

価計算システムでは原価管理に役立たない。

もの作りの現場では業種や品種に関係なく、

特注品金型と同じレベルの原価管理が要求

され始めている。 

（３）目指すべき原価計算方式 

以上から言えることは、製造プロセスや

活動を可視化できる原価計算システムを避

けて通れないこと、そして、原価集計単位

は基本的に製造オーダ（製造ロット）でな

くてはならない、ということである。製造

オーダは品質管理と原価管理と納期管理と

トレサビリティの 少管理単位である。ま

た、製造オーダ別の原価が分かれば、そこ

にどれだけの資金が投入されているかがわ

かる。製造ロットを小さくして、資金効率

の改善を目指す動機づけにもなる。 

 

２．不可逆性 

 

原価情報から現場へのフィードバックが難

しい原因は、その不可逆性にある。会計デー
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タは業務データを貨幣価値に置き換えて要約

したものである。とりわけ原価計算ではさま

ざまな段階でデータが要約されて積み上がる。

こうして要約された原価情報は、その基とな

る物量や時間や単価に分解できない。例えば、

精密機器の製品原価には、製造に投入した数

千の部品と数十の工程で行われた活動の裏付

けがあるはずである。ところが、伝統的原価

計算では、これらの情報は会計データに置き

換えられた途端に原価計算から切り離されて

しまう。その結果、製品原価は構成要素であ

る物量と時間と単価に引き戻すことができな

いのである。 

この点に関して、尾畑裕教授は次のように

述べている。 

「従来型の原価計算の限界のひとつに、計

算データの不可逆性がある。原価計算は有形

無形の生産物の生成プロセスを財務的に要約

する技法であり、原価計算のあらゆる段階で

不可逆的な要約操作が行われる。財務的な要

約は、生産物の生成プロセスに存在するさま

ざまなディテールを隠してしまう。一般に要

約された情報からもとの物量情報を引き出す

ことは不可能である。この不可逆性は、有形

無形の生産物の生成プロセスの可視性を大き

く制限することとなる。計算の前提が変わっ

たとき、その影響を簡単に示すことができな

い。有形無形の生産物の生成プロセスの連鎖

がある場合、積上型の原価計算は、その不可

逆性ゆえに、きわめて深刻な問題を引き起こ

す(５)」 

 

３．自律的組織に適用できない 

（１）自律的組織 

伝統的原価計算システムが前提としてい

るのは、少品種の製品を大量に生産し、需

要は無限にあるため作った物は全て売れ、

構成員はマニュアル通りに反復作業をおこ

なう企業である。ところが、このような企

業は希な存在といっていい。 

現代の企業には、市場のニーズや技術の

変化に俊敏に対応できる自律性が求められ

ている。日本企業の強みである現場力は、

自律的組織によるものである。ここで自律

的組織とは「日々の活動、プロセスの中の

微調整を行うための組織機構」(６)のことで

ある。 

ところが、「自律的組織では自主的な判

断と行動が重視されるので、従来通りの業

績測定システムのままでは、上司にとって

は、組織の内部で何が起きているかが見え

にくくなる。また、組織の構成員にとって

は、自分達の行動が組織全体にどのような

影響を及ぼすのかが見えない。そこで、自

律的組織では、個々の活動をより個別的、

直接的に、計画システムおよび実績測定シ

ステムに反映させることが必要となる(７)」 

この深刻な問題を解決するには、組織の

内部が「見える」ように原価計算システム

を作り直す必要がある。 

（２）見えるという意味 

ここで、「見える」という意味を整理し

てみたい。 

「見える」とは、次の４つの視点から見

える事を意味する。 

1.企業全体が見える 

2.企業内部の活動が見える 

3.企業で起きた問題点が目に飛び込んで

くる 

4.その問題点の細部が見える 
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5.問題点の改善結果が、全社の成果に反

映されたことを確認できる 

単に視覚的に「見える」というのではな

く、企業活動における問題や事実を見える

ようにすること、あるいは目に飛び込んで

くる。しかも、問題が見えたら即座に必要

なアクションに繋がる、ということである。 

 

Ⅳ 内部統制基準と原価計算システム 

 

次に、内部統制基準(財務報告に係る内部統

制の評価及び監査の基準のあり方について)と

管理目的に利用できる原価計算の位置づけを

考えていきたい。 

 

１．目的 

 

内部統制基準によれば、「内部統制とは、基

本的に、業務の有効性及び効率性、財務報告

の信頼性、事業活動に関わる法令等の遵守並

びに資産の保全の４つの目的が達成されてい

るとの合理的な保証を得るために、業務に組

み込まれ、組織内のすべての者によって遂行

されるプロセス」のこととされている。ここ

で注目したいのは、業務の有効性と効率性の

意味である。 

製造における業務の有効性は、製品の品質

を高め、納期を確保し、顧客満足を向上させ

ることである。また、業務の効率性は、製造

原価の削減、在庫の削減を実現して原価の削

減と資金効率を向上させることである。具体

的には、必要量だけをスピーディーに製造し、

手直しや生産の停止時間等の非付加価値活動

をなくし、製造活動の維持費を 少にし、製

品原価を 少にするとともに、製造活動で使

用する資金量を 少にすることである。 

つまり、業務の有効性と効率性を達成する

原価計算システムとは、管理目的に使える原

価計算システムに他ならないのである。 

 

２．基本要素 

 

業務の有効性及び効率性を達成する原価計

算システムを内部統制基準における６つの基

本要素の視点で検討する。 

（１）統制環境 

原価に関する経営の方針や戦略、組織構

造、権限などが明確になっていること。た

とえば、価格競争力をあげ、どのような市

場環境においても高価格製品はより大きな

利益を、低価格製品でも適正利益を生み出

せること。そのために必要な組織的、人的

体制、職務権限を整えることである。 

（２）リスクの評価と対応 

原価に関するリスクの評価と対応とは、

例えば、材料価格の高騰、新製品の開発、

新規事業の立ち上げ、主力製品の値崩れ、

技術革新に伴う陳腐化不適応化等に係るリ

スクを明確にし、それらのリスクに対応で

きる体制を整えることである。 

（３）統制活動 

製品が所定の方法で有効かつ効率的に製

造されているかを「可視化」できる原価計

算システムを準備し、製造活動をコントロ

ールすることである。こうした原価計算シ

ステムは、単独で機能するのではなく、生

産管理システムなどの基幹業務システム、

材料や製品継続記録簿、製造ロットの進捗

や時間の実績収集システムと連動するとと
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もに、組織上の責任が組み込まれていなく

てはならない。 

（４）情報と伝達 

情報と伝達とは、必要な原価情報が識別、

把握、及び処理され、組織内の関係者に伝

えられることである。たとえば、工場の期

間原価と製品原価とが連動していること。

製造プロセスで消費した付加価値活動原価

や非付加価値活動原価の中身が分析できる

こと。月次の製品原価は個別原価（つまり

製造オーダ別）にドリルダウンでき、個別

原価はその構成要素である物量と時間に分

解できること。そして、かかる原価情報を、

適時かつ適切に、組織内外の関係者に報告

するシステムを作り上げることである。 

（５）モニタリング 

モニタリングとは、内部統制が有効に機

能していることを継続的に評価するプロセ

スのことであり、日々モニターした実績が

原価として積み上がり、原価計算システム

に組み込まれることである。例えば、製造

プロセスにおける製造ロットの通過時間や

完成・仕損数をリアルタイムで収集して製

造オーダに積み上げていく環境を整えるこ

とである。 

（６）ＩＴの利用 

原価計算システムエンジンは、基幹業務

システムや実績収集システムから数十万あ

るいは数百万件のデータを受け取り高速処

理することを前提としている。よって、Ｉ

Ｔを 大限に活用することが前提となる。 

 

Ⅴ 経営に役立つ原価計算システムの

要件 

Ⅲで検討した３つの原因を解決でき、業務

の有効性及び効率性を達成できる原価計算シ

ステムとはどのようなものか。筆者は、少な

くともつぎの要件を満足すべきであると考え

る。 

 

１．要件 

 

・アクティビティが可視化できること 

・生産物原価からそれを構成する材料とプロ

セス・アクティビティ情報を引き出せるこ

と 

・自律的組織に対応できること 

・概観から詳細に遡れ、しかも異常点が目に

飛び込んでくること 

（１）アクティビティの可視化 

すでに見てきたように、製造プロセスと

は材料を製品に変換させるプロセスである。

各プロセスではさまざまアクティビティが

行われる。第一の要件はこのアクティビテ

ィを可視化することである。アクティビテ

ィの量は原則として時間で測定する。すべ

てのアクティビティは材料を製品に変換す

るために消費されているとはかぎらない。

段取りや手直し時間のように、生産物に直

接跡づけられるものの価値を生まないアク

ティビティもある。また、停止時間のよう

に、何もしないアクティビティもある。こ

れらの実態をＡＢＭの手法で貨幣価値に置

き換え、分析し、ＢＩツールを用いて可視

化するのである。 

（２）生産物原価からそれを構成する材料と

プロセス・アクティビティ情報を引き出せ

る。 
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① 要約データ 

生産物原価が金額の要約データである

以上、原価管理には使えない。先に述べ

たように、実務における問題の多くはこ

こから発している。総合原価計算はその

典型であるが、個別原価計算でも同じで

ある。また、活動基準原価計算であって

も活動原価が貨幣価値の要約である以上、

本質的には伝統的原価計算となんら変わ

らない。 

生産物原価をその構成要素に分解でき

るという意味は、消費した材料の物量と

単価、アクティビティ毎の時間と単価と

に分解できる、ということである。要素

に分解できれば、その要素毎に原価高を

もたらした原因を見つけることができる。 

② オブジェクト指向 

オブジェクト指向原価計算はＩＴ時代

の新しい原価計算方式である。オブジェ

クトとは、明確な境界を伴う物理上・概

念上の対象物のことで、ひとつひとつが

独立して存在し、しかも互いに密接な関

係を持ちながら、全体システムの中で１

つの固有の役割・責務を担っている。尾

畑裕教授はオブジェクト指向原価計算を

提唱している。このオブジェクトの考え

方を原価計算システムに取り組もうとす

る試みである。 

「オブジェクト指向原価計算とは、オ

ブジェクトモデリングの手法により原価

計算構造の基本構造がモデル化される原

価計算システムである(８)」として、基本

的な特徴を次のようにまとめている。 

1.製品原価をブレークダウンしたり、製

品を構成する詳細な物量情報の取得が

可能(ＯＬＡＰ的な使い方) 

2.価格や条件を変更してのシミュレーシ

ョンが簡単にできる 

3.原価情報を見る視点を自由に切り替え

ることができる 

4.ＧＵＩにより原価情報を視覚的に表示

し、原価についての直感的理解を促進

する 

そして、つぎのように結論づける。 

「オブジェクト指向原価計算では、も

はや原価は要約された１つの数字ではな

く、その背後に他の構成要素への参照を

もち、情報利用者からのさまざまな問い

合わせに答えるすべを知っている知的な

構造体となる」(９) 

（３）自律的組織に対応する 

① 自律的組織に 適な原価計算システム 

すでに見てきたように、日本企業の競

争力の源泉はその「現場力」にある。つ

まり、製造部門は市場と隔離されたモノ

作りの現場ではなく、各組織単位が自主

的な判断を行って市場ニーズに応えてい

く組織である。各組織は価格情報、品質

情報、納期情報を取り込むことで競争力

を高める。ここでの問題点は企業トップ

からは組織内部で何が起きているのかが

見えにくくなること、そして、各自律的

組織やその構成員の行動が会社全体にど

のような影響を及ぼしているのか分から

なくなる、ということである。 

自律的組織に もふさわしい原価計算

システムは製造オーダ別原価計算である。

つまり、複数のプロフィットセンターで

ある自律的組織を横断的に進行する製造

オーダ(製造ロット)を原価集計単位とし、

それぞれの組織で消費された材料とアク
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ティビティを物量と時間で集計すれば、

着手から完成にまでの過程を表現できる。 

たとえば、中間品を自律組織1で計画生

産して半製品倉庫に入庫し、つぎに、別

の自律組織２で当該中間品を使って製品

を完成させる企業を考えてみる。中間品

に対する製造オーダ別原価と、 終製品

の製造オーダ別原価を別々に計算する。

それぞれの自律的組織の利益は、市場価

格から逆算したそれぞれの振替価格から、

それぞれの製造オーダ別原価を差し引い

て求めることができる。 

② 個と全体のループ 

製造オーダ毎の実際原価を集計すれば、

月次製造原価報告書は自動的に作成でき

る。当月の完成品原価は当月に完成した

製造オーダ原価を累計した結果であり、

当月末の仕掛品原価は未完成製造オーダ

原価を集計したものである。さらに自律

的組織のアクティビティ原価を製造オー

ダ別に集計すれば、自律的組織と工場全

体はループする。 

（４）経営ダッシュボード 

業務の執行には、現時点の把握と将来の

予測が不可欠である。そして、全社を俯瞰

し、異常事態を見過ごさず、詳細に遡るこ

とができ、適切な意思決定が行なえなくて

はならない。このためには経営ダッシュボ

ードを構築する必要がある。経営ダッシュ

ボードのコンテンツとして、以下の情報が

考えられる。 

1.全社の視点 

・全社レベルで損益実績と年度予測 

2.発生原価の視点 

・工場単位で投入した経営リソースの分析 

3.プロセス･活動の視点（活動原価） 

・工場内部の価値変換活動と異常の発見 

4.生産物の視点 

・完成品、仕掛品の個別原価と異常項目

の発見 

5.重要項目の視点(製品別・顧客別損益) 

・市場情報の取り込み。異常項目の発見。 

 

Ⅵ 新しい原価計算モデル 

 

以上の要件を満たす原価計算システムは、

製造オーダ別原価計算にオブジェクト指向原

価計算と活動基準原価計算とを組み合わせた

ものとなる。次に、この基本構造について説

明する。 

 

１．基本構造 

 

リソース(経営資源)、アクティビティ(活

動)、コストオブジェクト(原価集計対象)の

３つの階層からなる。それぞれの階層もまた

多重階層となっている。リソースを消費する

ことで発生する原価がリソースコスト、つま

り費目別原価である。アクティビティは、「何

かをする目的を持つ活動のこと」であり、ひ

とつひとつのアクティビティは相互に関連性

をもって結びつき、連続するプロセスを担う。 

このアクティビティを維持するための原価

が、アクティビティコストである。アクティ

ビティコストはリソースコストを集計して計

算する。 

製造業におけるコストオブジェクトは製造

オーダである。完成前の製造オーダに集計さ

れた原価が仕掛品、完成時の原価が製品原価

となる。 
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図１ ３つの階層 

（１）リソースコスト 

リソースコストは財務会計データから勘

定科目別に分類整理された形式で原価計算

システムに取り込む。会計データには科目

コード、発生部門コードの他に、さまざま

な分類コードを付して、形態別、機能別、

直接費・間接費別、固定費・変動費別、原

価グループ（材料費、設備費、減価償却費、

その他）別に分類集計し、グラフ化し、色

分けする。 

リソースコストを、そのまま製品原価と

なる原価（直接費）と、アクティビティを

維持費するために使われる原価（製造間接

費）に分ける。製品原価に可逆性を持たせ

るには、直接材料費を構成する原材料や部

品等は物量情報である消費数量を原価計算

システムに取り込む必要がある。一方、製

造間接費は各アクティビティに対して、直

課あるいは合理的な基準（リソースドライ

バ）を用いて配分する。 

（２）アクティビティコスト 

製造プロセスは、計画、調達、生産など

の主要プロセスと、加工、組立などのサブ

プロセスが形成される。さらに、加工プロ

セスでは、切断、フライス、研磨、検査な

どさまざまな活動が行われている。それぞ

れのアクティビティに属性（支援か補助か、

予防か失敗か、付加価値活動か非付加価値

活動か）を定義する。アクティビティ毎の

実績時間を収集して、アクティビティ単価

をかけてアクティビティ原価に置き換える。

さらに、属性をキーにして当該アクティビ

ティ原価を分類集計し色分けしグラフ化す

れば、それまで見えなかった工場の実態が

見えてくる。例えば非付加価値活動を金額

に置き換えてアクティビティ別にグラフで

表現すれば、原価のムダ使いの実態が目に

飛び込んでくる。 

（３）コストオブジェクトコスト 

製造業におけるコストオブジェクトは製

造オーダである。製造オーダに製品マスタ

ーを登録しておけば、製造オーダ毎の実際

原価の積み上げにより、製品別原価、製品

種類別原価が集計できる。受注オーダ情報

を登録すれば、注文別、顧客別の実際原価

も損益も計算できる。製造オーダ別原価デ

ータには、それを製造するために使われた

材料種類毎の消費量、アクティビティ毎の

時間や歩留率、材料単価、アクティビティ

単価などが集計されているから、製品原価

を突破口として原価高の原因まで遡ること

が出来る。 

 

おわりに 

 

ＩＴが身近になったいまでも、原価計算の

経済性の検討は避けて通れない。過度に詳細

性を追い求めるあまり、原価計算のコストを

犠牲にすべきではない。とりわけ財務報告目

的の原価計算システムの構築であれば経済性

直接材料費
レベル1 ○ ○ ○ ○ ○

レベル2 ○

レベル1 ○ ○

レベル2 ○ ○ ○

レベル3 ○ ○ ○ ○ ○

レベル1 ○ ○ ○

レベル2 ○ ○

レベル3 ○ ○

リソース

アクティビティ

コストオブジェクト

○ ○

製造間接費
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を第一に考えるべきである。しかしながら、

以上述べてきた経営に役立つ原価情報は、紛

れもなく企業間競争に勝ち抜くための経営情

報である。ＩＴ時代のおける会計プロフェッ

ショナルに求められるのは、いまや廉価で手

に入るＩＴをフル活用した「経営に役立つ原

価計算システム」へのあくなき挑戦である。 

 

 

＜注＞ 

（１） ＥＡＩ（enterprise application integra-

tion） 

企業内の異なるシステム同士を連携させ

ること、またはそのためのツール。ＥＡＩ

以前にもシステム間を接続することは行わ

れていたが、通常それぞれの１対１の接続

案件を個別に開発していた。ＥＡＩは１対

Ｎ、Ｎ対Ｎの連携を前提して、拡張性の高

い柔軟なシステム基盤を作り上げることが

目的となる。 

（２） ビジネス・インテリジェンス(business 

intelligence / ＢＩ) 

企業内外の事実に基づくデータを組織的

かつ系統的に蓄積・分類・検索・分析・加

工して、ビジネス上の各種の意思決定に有

用な知識や洞察を生み出すという概念や仕

組み、活動のこと。また、そうした活動を

支えるシステムやテクノロジを含む場合も

ある。 

（３） ＥＲＰパッケージ 

経営コンセプトとしてのＥＲＰを実現す

るために、企業の主要業務（財務・管理会

計、人事、生産、調達、在庫、販売など）

を包括する情報システムを構築するために

開発された大規模な統合型パッケージソフ

トウェアのこと。統合業務パッケージとも

いう。 

（４） 未来企業 1992年10月20日 P,F.ドラ

ッカー P386 

（５） 「21世紀型原価計算の展望」会計人コ

ース、2004年5月号 

（６） 「自律的組織と管理会計」廣本敏郎－

企業会計2005年12月号 P18 

（７） 「自律的組織と管理会計」廣本敏郎－

企業会計2005年12月号 P25 

（８） 「コスト透明性とオブジェクト指向原価

計算」JICPAジャーナル，No.570（2003年１月） 

（９） 「オブジェクト指向原価計算の基本構造」

一橋論叢、第128巻第4号（2002年10月） 

 




